
 
 
 
 
 

 

                                令和７年７月４日 

                              物 流 ・ 自 動 車 局 

                                                                    安 全 政 策 課 

 

事業用自動車事故調査委員会が 10 年総括を公表 

～新しい取組みを実施していきます～ 

 

  事業用自動車事故調査委員会は令和 6 年 6 月で発足から 10 年を迎えました。 
そのため、本委員会が発足した平成 26 年から令和 5 年度（令和 6 年 3 月）までに

議決された 58 件の事故について分析し、課題と今後の本委員会のあり方を内容とす

る「事業用自動車事故調査委員会 10 年総括」取りまとめましたので、公表します。 
 今後も、より質の高い調査・分析を実施するとともに、調査結果を事業者・運転者

の皆様の事故防止に活用いただけるよう取組みを進めて参ります。 
 
【概要】 
① 発足から 10 年間の取組 

・事故を 5 つのパターンに分類し、パターンに応じた再発防止策の傾向が判明 
・勤務実態と事故との関係を委員会独自に分析 
・令和 2 年に公表した「5 年総括」以降の後半５年は、新たな取組みを実施 

                                         など 
② 課題 

・国の安全施策と本委員会との連携強化の必要性 
・事故当事者が死亡、記録の消失による調査困難なケースへの対応の必要性 
・再発防止策の事業者・運転者への浸透強化が必要    

                                         など 
③ 今後の新しい取組みの方向性 
  ・国の施策との連携を意識した調査・分析を実施。 
・事業者以外にも調査協力を依頼する等、原因分析に有効な情報を収集強化 
・調査報告書をより一層活用いただける取組みを推進 

など 
 ※別添：事業用自動車事故調査委員会 10 年総括 
 
 

【お問い合わせ先】 
 物流・自動車局安全政策課 溝手、遠藤 
 TEL 03-5253-8111（内線 41623）03-5253-8566（直通） 

 

 


